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摘　　要
　海洋における気候変動の影響は，海水温の上昇，海水位の上昇などに見られてお 
り，その将来予測は水産・海洋生態系の影響評価や適応策の検討のために重要な情報
である。気候変動予測は大気海洋結合モデルや地球システムモデルを用い，温室効果
ガスの排出に関する将来予測を外力として計算されるが，より詳細な情報を得るため
に，大気海洋結合モデルの結果を外力として用いたダウンスケーリングと呼ばれる手
法が使われている。その結果は，放射強制力の変化による平均的な海水温の上昇に加
えて，領域ごとに海洋循環の変化に伴って異なる特徴が見られている。この将来予測
データセットはデータ統合・解析システムから公開されており，様々な分野の影響評
価・適応策の検討に利用されることが期待されている。
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1．はじめに

　産業革命以降の二酸化炭素などの温室効果ガスの
排出に伴う地球温暖化の影響は地球システム全体に
現れており，気候変動に関する政府間パネル（IPCC：
Intergovernmental Panel on Climate Change）第 6 次
報告書統合報告書（IPCC, 2023）では，“人間活動が
主に温室効果ガスの排出を通して地球温暖化を引き
起こしてきたことには疑う余地がなく，1850 年～
1900 年を基準とした世界平均気温は 2011 年～2020 年
に 1.1℃の温暖化に達した” と報告されている。この
影響は海洋にも及んでおり，図 1 に示されるように
海面水温は表面気温とほぼ同じように温暖化が進ん
でいる（IPCC, 2019）。このような温暖化の海洋への
影響は，熱膨張に伴う水位の上昇，表層の方が下層
よりも昇温量が大きいことによる成層の強化などに
も現れており，そのような変化の評価とその将来予
測に関する情報が，水産資源や生態系へどのような
影響を与え，適切な適応策の策定・実行に必要とさ
れている。
　気候変動に関連した海洋の変動は人為起源の温暖
化に加えて自然変動の影響もあるため，日本周辺の
海洋変動には様々な時空間スケールの変動・変化が
見られている。図 2（a）は日本近海の海面水温変動の

時系列を示したもの（文部科学省及び気象庁, 2020）
で，長期的なトレンドとしての温暖化に加え，数年
から数十年スケールの変動が見られる。また，長期
的なトレンドも海洋循環に関連して地域的な偏りも
見られ，図 2（b）に見られるように日本近海の全海
域平均では 100 年あたり 1.1℃の上昇に対して，太
平洋側ではやや上昇率が小さく，日本海側では大き
いといった違いが見られている。

2．海洋変動の将来予測

　地球温暖化を含む気候変動の予測は，大気・海洋
それぞれの循環の変化とともに，大気海洋間の相互
作用も表現した大気海洋結合モデルや，更に物質循
環を取り入れた地球システムモデルを用いて行われ
る。天気予報や海洋の短期予測では，観測データを
もとにした初期値から予測されるいわゆる初期値問
題を解いているが，温暖化予測では，温室効果ガス
の将来濃度を入力パラメータとし大気海洋結合系の
応答をシミュレートすることによって将来の推定を
行う問題を解いている。そのため，天気予報では時
間が経つに連れて，例えば低気圧の発達などの自然
変動に伴う予測の不確実性が増えていくのに対し，
温暖化予測でも自然変動に伴う不確実性は存在して
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図 1 1950 年以降の海洋のモデル化された歴史的変化、及び温室効果ガス低排出シナリ

オ（RCP2.6）と⾼排出シナリオ（RCP8.5）の下での将来の変化予測。IPCC (2019) Figure 

SPM.1 より引⽤。1986 年〜2005 年平均からの偏差を⽰している。 
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図 1　�1950 年以降の（a）全球平均表面気温（b）全球平均海面水温の観測結果，及び温室効果ガスの 
低排出シナリオ（RCP2.6）と高排出シナリオ（RCP8.5）の下での将来の変化予測．

IPCC（2019）Figure SPM.1 より引用．1986 年～2005 年平均からの偏差を示している．

 

図 2（a） ⽇本近海の全海域平均海⾯⽔温（年平均）の平年差の推移。⻘丸は各年の

平年差（年平均値と平年値との差）を、⻘の太い実線は 5 年移動平均値を表す。⾚の

太い実線は⻑期変化傾向を表す。平年値は 1981 年〜2010 年の 30 年間の平均値（⽂部

科学省及び気象庁, 2020 図 12.1 より引⽤）。 

 

図 2(b) ⽇本近海の海域平均海⾯⽔温（年平均）の上昇率（℃/100 年）。数字は信頼⽔

準 99％以上で統計的に有意な値を⽰す。上昇率が「#」とあるものは、その海域では

 

図 2（a） ⽇本近海の全海域平均海⾯⽔温（年平均）の平年差の推移。⻘丸は各年の

平年差（年平均値と平年値との差）を、⻘の太い実線は 5 年移動平均値を表す。⾚の

太い実線は⻑期変化傾向を表す。平年値は 1981 年〜2010 年の 30 年間の平均値（⽂部

科学省及び気象庁, 2020 図 12.1 より引⽤）。 

 

図 2(b) ⽇本近海の海域平均海⾯⽔温（年平均）の上昇率（℃/100 年）。数字は信頼⽔

準 99％以上で統計的に有意な値を⽰す。上昇率が「#」とあるものは、その海域では

図 2　日本近海の海面水温．
（a）�全海域平均海面水温（年平均）の平年差の推移．青丸は各年の平年差（年平均値と平年値との差）を，青の太い実線は 5 年移動平均値を

表す．赤の太い実線は長期変化傾向を表す．平年値は 1981 年～2010 年の 30 年間の平均値（文部科学省及び気象庁（2020）図 12.1 よ
り引用）．

（b）�海域平均海面水温（年平均）の上昇率（℃/100 年）．数字は信頼水準 99％以上で統計的に有意な値を示す．上昇率が「＃」とあるもの
は，その海域では統計的に有意な長期変化傾向が見出せないことを示す（文部科学省及び気象庁（2020）図 12.2 より引用）．

（a）

（b）
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いるが，それ以上に温室効果ガスの濃度が現在に 
比べて増えるほど結果の差が顕著となるため，統 
計的に有意な結果が得られやすい。なお，英語では

「天気予報や海況予報における予測」は forecast や
prediction が用いられるのに対し，「気候変動に関す
る予測」は projection が用いられ，区別されている
ことにも留意してもらいたい。
　温暖化予測のシミュレーションで用いられる温室
効果ガスの将来濃度の推定値は「排出シナリオ」と
呼ばれ，複数の「排出シナリオ」が社会経済モデル
を用いて作成されている。結合モデル相互比較計画

（CMIP）では異なるグループで開発された大気海洋
結合モデルに対して同じ排出シナリオを用いてシ
ミュレーションを行い，その結果を相互比較するこ
とにより，モデルによる違いも含めて排出シナリオ
に対応した将来予測を評価している。
　第 5 期結合モデル相互比較計画（CMIP5）では代表
的濃度経路（RCP）として，RCP2.6，RCP4.5，RCP6.0，
RCP8.5 の 4 ケースが示された。この RCP の後ろの
数字は 2100 年ごろの人為起源の温室効果ガスによ
る放射強制力増加量のおおよその値であり，数字が
大きいほど人為起源の温室効果ガスの影響が大きく
なっている。また第 6 期結合モデル相互比較計画

（CMIP6）ではこの放射強制力に社会経済経路（SSP）
を組み合わせたシナリオが示されており，主に 5 種
類のシナリオがされている。
　図 1 は 2 つの RCP シナリオ（RCP2.6 と RCP8.5）
を用いて計算された将来の海面水温の予測結果を示
しているが，RCP2.6 では 2050 年ごろでは現在気候
と比べ 1℃程度高いあたりでほぼ横ばいになってい
るのに対し，RCP8.5 では上昇し続けている。この
傾向はほぼ表面気温の将来予測と同じようになって
いる（図 1）。一方で，図 3 は IPCC 海洋雪氷圏特別
報告書における海水位の将来予測を示しているが，
シナリオによって幅があるものの，いずれのシナリ
オでも 2100 年まで全球平均した海水位は上昇し続

けるという予測がされている。これは氷床の融解が
進むことと海洋表層の貯熱量が増え続けることと対
応しており，RCP2.6 シナリオでは海面水温の上昇
が止まるという予測とは対照的なものとなっている

（Oppenheimer et al., 2019）。

3．海洋における気候変動予測のダウンスケーリング

　前章で紹介した CMIP で用いられている大気海洋
結合モデルにおいて，海洋部分の空間解像度はおよ
そ 50 km～100 km となっている。この解像度は海洋
が気候システムにおいて果たす役割をある程度再現
することはできるものの，日本周辺海域の特徴的な
現象を再現するには必ずしも十分ではない。例え
ば，黒潮・親潮の幅はおよそ 100 km 程度であり，
また，対馬海峡・津軽海峡といった海峡の幅はせい
ぜい数 10 km であるため，西岸境界流である黒潮，
親潮や海峡通過流を再現するためには 10 km 程度の
解像度で表現することが求められる。そのため，低
解像度のモデル結果から高解像度の出力を求める手
法としてダウンスケーリングと呼ばれる手法が用い
られてきた（例えば高薮・金光（2010））。大気のダウ
ンスケーリングでは，広域現象とローカル現象との
統計的関係式に基づいて空間解像度の低いデータか
ら空間解像度の高いデータへ変換する統計的ダウン
スケーリングと，領域モデルを用いてその強制力や
境界条件として低解像度モデルの出力を用いる力学
的ダウンスケーリングという異なる特徴を持つ手法
が使い分けられてきた。一方，海洋では力学的ダウ
ンスケーリングが用いられてきたが，その理由とし
て，海洋では統計的ダウンスケーリングを適用でき
るだけの十分な観測データが揃っている場合が少な
いこと，複雑な地形や空間スケールの小さい物理プ
ロセス（上述の西岸境界流や海峡通過流など）が統計
的な内挿では表現が難しいことなどが挙げられる。
力学的ダウンスケーリングは高解像度の領域海洋モ

 

 

図３ IPCC 海洋雪氷圏特別報告書で⽰された代表的濃度経路（RCP）2.6、RCP4.5、

RCP8.5 での全球平均⽔位の時系列（Oppenheimer (2019) Figure4.9 より引⽤）。この図に

は参考として IPCC 第 5 次評価報告書（AR5）の結果（Church et al., 2013）も⽰されて

いる。結果は、南極寄与を除く全ての要素について AR5 の結果に基づいているおり、

陰影を付けた領域は、可能性の⾼い範囲と考えられる。 

 

  

図 3　�IPCC 海洋雪氷圏特別報告書で示された温室効果ガス排出シナリオ RCP2.6，RCP4.5，RCP8.5 での全球平均
水位の時系列（Oppenheimer（2019）Figure4.9 より引用）．
この図には参考として IPCC 第 5 次評価報告書（AR5）の結果（Church et al ., 2013）も示されている．結果は，南極寄与を除く全て
の要素について AR5 の結果に基づいているおり，陰影を付けた領域は，可能性の高い範囲と考えられる．
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デルを用いた計算を行う必要があるため，計算機資
源の制約などによりダウンスケーリングを行うシナ
リオ数や条件を変えて複数計算を行うことで不確実
性の低減を試みるアンサンブル実験の試行回数に限
りがあるという欠点があるが，近年のスーパーコン
ピュータの発展に伴い海洋の影響を評価することが
できるデータセットを作成することができるように
なってきた。
　海洋のダウンスケーリングデータセットとして
CMIP5 の大気海洋結合モデルの結果をもとに北太平
洋及び日本近海を対象とした FORP（Future Ocean 
Regional Projection）がある（Nishikawa et al., 2021,; 
Yamanaka et al., 2021）。このデータセットは図 4 に
示す通り，北太平洋全域を 10 km 解像度でカバー
した NP モデルと，日本周辺海域を 2 km 解像度で
カバーした JPN モデルを用いて 2 段階でのダウン
スケーリングの結果をまとめたものとなっている。
温室効果ガスの排出シナリオとしては RCP8.5 と
RCP2.6 の 2 ケース，モデルの不確実性を評価する
ために 4 つの異なる CMIP モデルを強制力として用
いている。
　図 5 は RCP8.5 シナリオの 4 モデルをもとにダウ
ンスケーリングをした海面水温の将来予測の結果で
あり，21 世紀末と 21 世紀初めの差の分布を示して
いる。4 つの図を比べてわかるように，温暖化によ
る海面水温の変化は海洋循環の変化などの影響によ
り空間的には均一ではなく，またモデルによって昇
温のパターンは異なっている。この FORP ダウンス
ケーリングデータセットをもとにして，図 6 は日本
近海の水温上昇を RCP8.5 及び RCP2.6 シナリオそ
れぞれについてまとめたものである。RCP8.5 シナ
リオでは領域平均した昇温量が 3.58℃に対し，北海

道の南東域で 4.94℃，太平洋東北沖で 4.91℃，日本
海北部で 4.47℃の上昇となっている。
　ただし，例えば黒潮続流や亜熱帯と亜寒帯の混合
水域のように変動が大きな海域では，RCP2.6 シナ
リオにおいて温暖化によるトレンドよりも自然変動
によるばらつきの方が大きく，統計的に有意な長期
変化傾向を検出はされていない。また，どちらの
ケースについても日本海では亜熱帯より亜寒帯の方
が大きな昇温量を示している。これらの地域的な変
化は平均的な大気温・海水温の上昇に加えて，海洋
循環場の変化が複合的に関係していると考えられて
おり，これらの海域における水産資源や海洋生態系
への温暖化影響を考える上でもより詳細なモデルに
よる予測や不確実性の評価が必要である。
　図 7 は 2 km 解像度の日本近海ダウンスケーリン
グの結果のうち，瀬戸内海を拡大したものである。
このダウンスケーリングモデルでは瀬戸内海のシ
ミュレーションを行う際に重要となる潮汐混合も表
現できており，現在気候の結果には潮流の強い海域
において，夏であっても周囲よりも低い 23℃程度の
海面水温が見られている。一方で，今世紀半ばには
これらの低水温域はそれほど顕著に見られず，両者
の差をとると現在水温が低い海域においてより昇温
が大きく，外洋域では 2℃弱の昇温となっているの
に対し，瀬戸内海では最大 2.5℃上昇するという結
果となった。これは温暖化によって成層が強化され
る効果が潮汐混合の効果を打ち消し，現在気候では
低水温となっている海域でも大気の影響を直接受け
た水温となったと考えられる。現在気候においても
低海水温域周辺の陸域の気温などの気象要素は海水
温の影響を強く受けており，温暖化に伴う水温上昇
は陸域における様々な分野にも影響を及ぼす可能性 

 

図４ FORP ダウンスケーリングデータセットの領域とモデルの海底地形。(a) NP10 モ

デル、(b) JPN02 モデル。Nishikawa et al. (2021)より引⽤。灰⾊の矩形は海洋再解析デー

タセット FORA-WNP30（Usui et al., 2017)の領域を⽰す。 

  

図 4　FORP ダウンスケーリングデータセットの領域とモデルの海底地形．
（a）NP10 モデル，（b）JPN02 モデル．Nishikawa et al .（2021）より引用．灰色の矩形は海洋再解析データセット 
FORA-WNP30（Usui et al ., 2017）の領域を示す．
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図６ 21 世紀末の⽇本近海の海域平均海⾯ ⽔温の 20 世紀末からの上昇量（°C）。2°C

上昇シナリオ（RCP2.6、左）及び 4°C 上昇シナリオ（RCP8.5、右）に基づく⾒積もり。

図中の無印の値は信頼 ⽔準 99%以上で統計的に有意な値を、「∗」を付加した値は 95%

以上で有意な値を⽰している。 「#」は、その海域では統計的に有意な⻑期変化傾向が

⾒出せないことを⽰している。（⽂部科学省及び気象庁(2020)図 13.1 より引⽤） 

  

MIROC5 MRI-CGCM3

GFDL-ESM2M IPSL-CM5A-MR

図 6　21 世紀末の日本近海の海域平均海面水温の 20 世紀末からの上昇量（℃）．
2℃上昇シナリオ（RCP2.6，左）及び 4℃上昇シナリオ（RCP8.5，右）に基づく見積もり．図中の無印の値は信頼水準 99％以上で統計的に
有意な値を，「＊」を付加した値は 95％以上で有意な値を示している．「＃」は，その海域では統計的に有意な長期変化傾向が見出せな
いことを示している．（文部科学省及び気象庁（2020）図 13.1 より引用）．

図 5　FORP-NP10 で得られた海面水温の将来変化．
2086 年～2095 年平均と 2006 年～2015 年平均の差．それぞれ CMIP5 のモデル．（左上）MIROC5，（右上）MRI-CGCM3， 

（左下）GFDL-ESM2M，（右下）IPSL-CM5A-MR のからダウンスケーリングした結果．
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がある。

4．おわりに

　本稿では海洋における気候変動予測のダウンス
ケーリングについて紹介したが，海洋における温 
暖化の影響は様々な領域やプロセスに見られてお 
りその解析はニーズに合わせて多岐にわたることが 
想定されている。そこでここで紹介した FORP デー
タセットはデータ統合・解析システム DIAS（Data 
Integration Analysis System：http://diasjp.net）から
ダウンロードしてそれぞれの目的に合わせて自由に

解析したり，影響評価に用いたりすることができる
ようになっている。さらに，FORP バージョン 4 で
はここで紹介した水温・水位などの物理プロセスに
加え，栄養塩・プランクトンなど生物化学プロセス
を表現したモデルも含まれており，基礎生産の将来
変化などについても評価することができるデータ
セットとなっている（Nishikawa et al., summitted）。
　また，現在行われている文部科学省の気候変動予
測先端プログラムでは新しい将来予測データセット
の作成が始まっている。このデータセットは CMIP6
の将来予測データセットをベースに，大気海洋結合
モデル・領域大気モデル・領域海洋モデルを階層的

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ FORP-JPN02 の 8 ⽉の海⾯⽔温。（上）1996 年〜2005 年平均。（中）2046 年〜2055

年平均。（下）2046 年〜2055 年平均と 1996 年〜2005 年平均の差。 

図 7　FORP-JPN02 の 8 月の海面水温．
（上）1996 年～2005 年平均．（中）2046 年～2055 年平均．（下）2046 年～2055 年平均と 1996 年～2005 年平均の差．
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に組み合わせたダウンスケーリングによって作成す
る計画となっている。このデータセットの特徴はい
くつかあるが，これまでのダウンスケーリングと比
較して大気のダウンスケーリングともシナリオなど
が同じ設定となっており，統合的な解析をすること
ができること，多数メンバーのアンサンブル計算を
計画しており確率的な評価をすることができるこ
と，非温暖化条件での計算を含んでおり現在気候で
生じた現象に関するイベントアトリビューション研
究にも使うことができる，などが挙げられる。
　すでに海洋ダウンスケーリングデータを用いて，
水産分野や海洋生態系分野における将来予測に用い
られているが，今後も日本周辺海域のダウンスケー
リングデータセットはこれらの応用分野のニーズも
踏まえて，様々な改良，例えばシナリオ・アンサン
ブル数の追加，予報変数の拡充，高解像度化などを
進めていくことが期待されている。このようなデー
タセットの拡充には計算量やデータ容量の増加を
伴っていることもあり，データ作成者・利用者が協
力して新たなデータセットの活用を進めていくこと
が必要である。
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